
 

 

 

 

 

自己資本比率規制における繰延税金資産に関する 

算入の適正化及び自己資本のあり方について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

平成１６年６月２２日 

金融審議会金融分科会第二部会 

 



  

 

金融審議会金融分科会第二部会委員等名簿 

 

                                                                 平成１６年６月現在 

 

部 会 長 堀内  昭義  中央大学総合政策学部教授 

部会長代理 岩原  紳作  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

委   員 池尾  和人  慶應義塾大学経済学部教授 

 今松  英悦  ㈱毎日新聞社論説委員 

 翁   百合  ㈱日本総合研究所主席研究員 

 片田  哲也  ㈱小松製作所相談役特別顧問 

 川本  裕子  早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授 

 神田  秀樹  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 木村   裕士  日本労働組合総連合会総合政策局長 

 高橋  伸子  生活経済ジャーナリスト 

 田中  直毅  ２１世紀政策研究所理事長 

 原   早苗  埼玉大学経済学部非常勤講師 

 山下   友信  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 和仁   亮裕  三井安田法律事務所パートナー弁護士 

臨 時 委 員 島上  清明  ㈱東芝常任顧問 

 辻山  栄子  早稲田大学商学部教授 

専 門 委 員 奥野   順  三井トラスト・ホールディングス㈱常務取締役 

 角川  与宇  日本興亜損害保険㈱取締役常務執行役員 

 斎藤   勝利  第一生命保険相互会社代表取締役専務 

 鈴木   浩  川崎信用金庫常務理事 

 種橋  潤治  ㈱三井住友銀行常務執行役員 

 羽田  幸善  外国損害保険会社協議会議長 

 若林  勝三  日本証券業協会専務理事 

〔計２３名〕 

幹   事 前原  康宏  日本銀行企画室審議役 

（敬称略） 



  

 

自己資本比率規制に関するＷＧメンバー名簿 

 

                                                                 平成１６年６月現在 

 

座    長 池尾  和人  慶應義塾大学経済学部教授 

 秋場  節子  ドイツ証券ディレクター 

 伊藤  元重  東京大学大学院経済学研究科教授 

 翁    百合  ㈱日本総合研究所主席研究員 

 小関  広洋  野村證券㈱金融市場部シニア・アドバイザー 

 小原 由紀子  クレディ スイス ファースト ボストン証券ディレクター 

 川本  裕子  早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授 

 神田  秀樹  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 木村    剛  ＫＦｉ代表 

 小宮山  賢  あずさ監査法人・公認会計士 

 笹島  勝人  ＵＢＳ証券シニアアナリスト 

 佐藤  英明  神戸大学大学院法学研究科教授 

 鈴木    優  住友信託銀行㈱常勤監査役 

 伝川    幹  ㈱読売新聞東京本社経済部長 

 永易  克典  ㈱東京三菱銀行常務取締役 

 深尾  光洋  慶應義塾大学商学部教授 

 淵田  康之  ㈱野村資本市場研究所執行役 

 森平 爽一郎  慶應義塾大学総合政策学部教授 

 箭内    昇  アローコンサルティング事務所代表 

 

オブザーバー 前川  洋二  ㈱横浜銀行経営企画部主計室長 

 奥    和登  農林中央金庫総合企画部副部長 

 小島  信夫  ㈱京葉銀行常務取締役総合企画部長 

 柴田  敏彦  城北信用金庫総合企画部長 

 田中  政文  山梨県民信用組合美駒統括本部長 

 田辺  昌徳  日本銀行信用機構室審議役 

〔計２５名〕 

（敬称略） 



  

自己資本比率規制に関するワーキンググループの日程・議事内容 

 

第１回 １５年  ２ 月 ６日（木） ・総論 

第２回  ３ 月１１日（火） ・税制・会計等① 

第３回  ４ 月 ４日（金） ・税制・会計等② 

第４回  ４ 月２４日（木） ・監督規制のあり方① 

第５回  ５ 月２８日（水） ・監督規制のあり方② 

第６回  ６ 月１３日（金） ・監督規制のあり方③ 

第７回  ６ 月２５日（水） ・これまでになされた議論の整理 

第８回  ７ 月１０日（木） ・「経過報告」の座長試案に関する議論等 

第９回  ７ 月１７日（木） ・「経過報告」の座長試案に関する議論 

 

（７月２８日（金） 金融審議会金融分科会第二部会に経過報告） 

 

第１０回  １０ 月 ８ 日（水） ・経過報告で示された論点等 

第１１回  １２ 月１２日（金） ・主要行９月中間決算 

    ・主要行の繰延税金資産の情報開示の拡充 

   ・９月中間決算を踏まえた銀行からのヒアリング 

第１２回 １６年 ２ 月 ６ 日（金） ・１６年度税制改正 

    ・１５年９月期の不良債権の状況 

   ・経過報告で示された論点のうち多様な意見

が出された論点 

第１３回   ３ 月２５ 日（木） ・経過報告で示された論点のうち多様な意見

が出された論点２ 

第１４回  ４ 月２７日（火） ・論点整理 

第１５回  ６ 月１５日（火） ・報告書の座長試案に関する議論 

 



  

「自己資本比率規制における繰延税金資産に関する 

算入の適正化及び自己資本のあり方について」 

目次 

 

はじめに 

 

１．経過報告における議論とその後の議論の経緯 

（１）経過報告において概ね一致できた論点 

① 自己資本比率規制の目的・位置付け 

② 自己資本比率規制の問題点・留意点 

③ 繰延税金資産の資産性 

④ 繰延税金資産の発生・増加要因と現状 

⑤ 繰延税金資産の今後のあり方 

⑥ 繰延税金資産に係る情報開示の拡充 

（２）経過報告において多様な意見が出された論点 

（３）経過報告後の議論の経緯 

 

２．繰延税金資産の算入の適正化に関する基本的考え方 

（１）繰延税金資産の資産性と預金者保護 

（２）金融機関の経営状況と繰延税金資産の脆弱性 

（３）繰延税金資産の脆弱性（不安定性）と監督規制の有効性 

（４）繰延税金資産の算入の適正化の必要性 

 

３．繰延税金資産の算入の適正化に関する留意点 

（１）金融システムへの影響、マクロ経済政策との整合性 

（２）不良債権処理目標等との整合性 

（３）税制との関係 

 

４．ダブル・ギアリングについて 

 

おわりに 



 

 - 1 - 

はじめに 
 

「金融再生プログラム」（平成１４年１０月３０日金融庁）及び「金融再生プロ

グラム作業工程表」(平成１４年１１月２９日金融庁)において、自己資本比率規

制における繰延税金資産に関する算入の適正化及び自己資本のあり方に関

する考え方の整理について、金融審議会において、速やかに検討することと

された。 

 

 これを受けて、平成１５年２月から、金融審議会金融分科会第二部会の自己

資本比率規制に関するワーキンググループにおいて、平成１５年７月の当部

会に対する経過報告をはさんで、議論が行われ、当部会は、自己資本比率

規制における繰延税金資産に関する算入の適正化及び自己資本のあり方に

ついての考え方を整理した。 
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１．経過報告における議論とその後の議論の経緯 

（１）経過報告において概ね一致できた論点 

平成１５年７月に取りまとめられた自己資本比率規制に関するワーキング

グループ（以下、ワーキンググループ）の経過報告においては、まず、自己

資本比率規制の目的及びその運用に当たっての問題点・留意点について

の整理が行われた。 

繰延税金資産については、「その資産性が将来の課税所得に依存して

いることや、金融機関が破綻した場合には無価値になるという脆弱性」、及

び、「繰延税金資産の自己資本に対する割合が将来的に低下していくこと

が望ましい」との認識について概ね一致が見られた。ただし、「取組方法に

ついては、考慮すべき事項を含め様々な意見が出された」ところである。 

また、同経過報告においては、繰延税金資産に係る情報開示の拡充に

ついて、繰延税金資産の計上額に対する信頼性を高めるために、有効な

方策の実施が求められた。 

以下では、経過報告において概ね認識の一致が見られた論点について

敷衍する。 

 

① 自己資本比率規制の目的・位置付け 

信用秩序の維持と預金者保護を図るためには金融機関の経営の健全

性を維持する必要があり、これは金融行政上の重要な課題として位置付

けられている。自己資本比率は金融機関の経営の健全性を判断する際の

基本的な指標であり、自己資本比率規制は健全性確保のための手段とし

て重要な役割を果たすことが期待されている。 

自己資本比率規制に関しては、バーゼル銀行監督委員会の「実効的

な銀行監督のためのコアとなる諸原則」（１９９７年）及び「自己資本の測定

と基準に関する国際的統一化」（いわゆるバーゼル合意、１９８８年）にお

いて、その目的が、信用秩序の維持と国際業務に携わる銀行間の競争上

の公平、さらには預金者等が損失を被るリスクの削減であることが明らかに

されている。 

経過報告においては、このような監督規制上の自己資本比率の定義は、

透明性を確保した形で、監督当局が、監督行政の視点から主体的に判断
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する必要があるとされた。また、各金融機関は、規制上の自己資本比率の

確保は当然のことであるが、自らの経営戦略において、リスクに見合う適

正な自己資本の水準を確保するよう、自己資本の充実に努めることが必

要であるとされた。 

 

② 自己資本比率規制の問題点・留意点 

自己資本比率規制については、その有効性を巡って、①破綻直前に

は表面上自己資本比率の健全性の基準を満たしていた金融機関でも、

破綻後は債務超過となる事例が多かったこと、②自己資本比率の健全性

の基準を一旦下回ると、早期是正措置の発動により経営改善を図る間も

なく破綻に至ったり金融危機対応が必要となるケースがあったことに鑑み

て、制度に期待された効果が十分に発揮されていないのではないかという

疑問が出された。 

このような自己資本比率規制の有効性への疑問に関しては、金融機関

の不良債権に対する引当が不十分であったことや、多額の株式・債券を

保有していたこと、あるいは破綻時には無価値となる繰延税金資産が多

額であることにより、公表される自己資本比率が信頼できないのではない

かという点などが指摘された。 

一方で、自己資本比率規制がもたらす副作用や弊害については、規制

上の最低自己資本比率を下回ると、監督上の措置が発動されて、経営者

の経営支配権が制約されたり退任を求められることから、自己資本比率が

最低自己資本比率に近づいている状況では、金融機関がこうした措置の

発動を避けるため、もっぱら比率の達成を目的とした行動をとるために経

営に歪みが生じるのではないかという見方が示された。 

金融機関がこのような比率の達成を目的とした行動をとる場合には、景

気が良い時には自己資本が増加して信用膨張を可能とする一方で、景気

が悪い時には自己資本が縮小して信用が抑制されることにより、景気の変

動を増幅する効果があると考えられる。 

したがって、経済状況が厳しい時に、自己資本比率規制を厳しく変更

する場合には、経済状況の悪化をさらに促進する効果をもつのではない

かという意見が出された。 
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③ 繰延税金資産の資産性 

税効果会計は、企業会計上の収益又は費用と課税所得計算上の益金

又は損金の認識時点に相違等がある場合に、法人税等の額を適切に期

間配分することで、企業会計上の利益と法人税等を合理的に対応させる

ことを目的とする企業会計上の調整であり、わが国の金融機関において

は、平成１１年３月期決算から財務諸表及び連結財務諸表について適用

されることになった。 

税効果会計導入によって発生する繰延税金資産については、将来の

課税所得という未確定のものにより資産性が判断されることから、その判断

により計上額が大きく振れる可能性があること、及び、金融機関が破綻し

た時には無価値となることから、脆弱性があるとの認識で概ね一致した。 

 

④ 繰延税金資産の発生・増加要因と現状 

繰延税金資産の発生・増加要因に関しては、特に税務上の無税償却

の範囲が限定されており、貸倒引当金について税法上認められる損金算

入の時点が遅いことが大きな要因と指摘されている。金融機関が税効果

会計の導入とともに不良債権処理を加速し引当の厳格化を進めた結果、

企業会計上の引当処理とオフバランス化との間には一定のタイムラグが避

けられないことから繰延税金資産が増加したという関係については、認識

が概ね一致した。 

このようにして発生・増加した繰延税金資産の計上額が多額となり、自

己資本に対する割合が高くなっているとの現状認識についても概ね一致

した。 

 

⑤ 繰延税金資産の今後のあり方 

繰延税金資産の今後のあり方については、上記の現状認識に基づき、

資本の質が何らかの形で改善されていくことが必要であり、繰延税金資産

の自己資本に対する割合が将来的に低下していくことが望ましいとの認識

で概ね一致をみた。ただし、取組方法については、考慮すべき事項を含

め様々な意見が出された。 
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このうち繰延税金資産の額に関しては、不良債権の最終処理が進展す

ると、繰延税金資産は減少していくと考えられることから、引き続き不良債

権のオフバランス化の促進が必要であるという意見が出された。 

一方で、収益力が回復すれば、金融機関の自己資本が充実するととも

に、将来の課税所得の判断に依存している繰延税金資産の資産性及び

信頼性が高まることから、金融機関に対しては、合理的な自己資本政策を

持ち、収益力の向上に努め、自己資本の充実のための最大限の努力を

行うことが求められた。 

さらに、行政当局においても、こうした金融機関の自主的な努力を監視

し促進する積極的な取組みが求められた。 

なお、税効果会計という制度自体については、企業会計と税務会計の

相違の調整を図るものであり、世界的に用いられている制度であることか

ら、異論は特に出されなかった。 

 

⑥ 繰延税金資産に係る情報開示の拡充 

繰延税金資産の計上額に対する信頼性を高めるためには、市場が自

己資本の質や量を判断して、市場原理で金融機関を律するのが望ましい

という意見が出され、繰延税金資産の算入根拠と計算手続きに関して、繰

延税金資産の計上額に対する信頼性を高めるための情報開示の拡充等

について、速やかに検討し、有効な方策を実施することが求められた。 

こうした経過報告を受けて、平成１５年１０月３１日に、金融庁から主要行

に対して「繰延税金資産の情報開示の拡充について」の要請がなされ、

算入根拠、過去５年間の課税所得、実質業務純益・税引前当期純利益の

見込み額、調整前課税所得の見積り額、及び繰延税金資産・負債の主な

発生原因についての開示の拡充が求められた。これに基づき、主要行各

行は、平成１５年９月中間決算から要請を踏まえた繰延税金資産の情報

開示の拡充を行っている。 

 

（注） 繰延税金資産の情報開示の拡充については、経過報告後のワー

キンググループの会合において、繰延税金資産に関して市場が注目

するのは、金融機関が繰延税金資産を回収するために今後どのよう
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に収益をあげていくのか、あるいは、繰延税金資産計上の前提となる

収益はどの程度ストレスをかけたものなのかという点であるという意見

や、平成１５年９月中間決算から始まった情報開示の拡充によって繰

延税金資産の内容が相当の確度で分かるようになってきており、市場

監視も相当のところまで来たのではないかという意見があった。 

 

（２）経過報告において多様な意見が出された論点 

経過報告においては、繰延税金資産について、その自己資本に対する

割合が将来的に低下していくことが望ましいとされたが、そのための監督行

政上の取組みを議論するに当たって留意すべき事項について様々な意見

が出されるとともに、取組方法等についても、自己資本比率規制のルール

の見直しを含めて様々な意見が出された。 

また、ダブル・ギアリングに関しては、特に、わが国の金融機関と生命保

険会社との間での資本の相互拠出について議論が行われ、金融機関の自

己資本比率規制における金融機関が保有している保険会社の資本調達手

段の取扱いを巡って意見が分かれた。 

 

（３）経過報告後の議論の経緯 

このような経過報告の議論を踏まえて、ワーキンググループが平成１５年 

１０月から平成１６年６月にかけて、計６回開催され、経過報告において概

ね一致が見られた論点について確認するとともに、金融機関の不良債権、

収益及び繰延税金資産についての足元の動向と将来見通しを踏まえて、

経過報告において多様な意見が出された論点についての議論が行われ

た。 

以下の２．以降は、経過報告において多様な意見が出された論点につ

いて、経過報告後の議論を踏まえ、考え方を取りまとめたものである。 

 

２．繰延税金資産の算入の適正化に関する基本的考え方 

（１）繰延税金資産の資産性と預金者保護 
金融監督当局は、金融機関の健全性を図る基準について、企業会計原

則等に基づく財務諸表を前提としつつも、預金者保護や信用秩序の維持
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の観点から、企業会計上の基準とは異なる監督上の基準を主体的に定め

ることにより、金融機関の健全性の確保に努めることが求められる。 
経過報告において、繰延税金資産については、その資産性が将来の課

税所得に依存していることや、金融機関が破綻した場合には無価値になる

という脆弱性があるとの認識で概ね一致していたところである。 
このような認識の下で繰延税金資産の算入の適正化について考える際、

破綻時には繰延税金資産だけでなく繰延資産についても無価値になるほ

か、清算時には固定資産等の価値も大幅に下がることから、破綻時に繰延

税金資産が無価値になることを敢えて強調することを疑問とする意見もあ

る。 
しかしながら、繰延税金資産の自己資本に対する割合が大きくなってい

るわが国の主要行の現状に鑑みれば、破綻時に無価値になる繰延税金資

産の脆弱性は預金者保護等の観点から看過できないと考えられる。 
したがって、監督当局が、繰延税金資産に対して、企業会計上の基準と

は異なる監督上の基準に従い、その圧縮を求めることには、一定の妥当性

があると認められる。 
 
（注） 自己資本比率は、企業会計原則等に基づく財務諸表に基づいて

算出されるものであり、企業会計を全く離れたものにはなり得ない。し

かし、監督上の観点から、現在でも、財務諸表の計数に所要の調整を

加えて自己資本比率は算出されている。 
繰延税金資産の資産性については、企業会計上は、破綻に限りな

く近い状況まできて初めて資産性を否定するかどうかの議論が出てく

るのに対して、監督上は、早期是正措置を発動するかどうかという、企

業会計上の議論よりも早い段階で資産性を考えるという違いがあると

の指摘があった。 
 

（２）金融機関の経営状況と繰延税金資産の脆弱性 
繰延税金資産の脆弱性のうち、繰延税金資産の資産性が将来の課税所

得の予想に依存している点については、まず、会計上厳正な計上が求めら

れるところである。 
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（注１） この点については、平成１５年２月の日本公認会計士協会の会

長通牒を受けて、監査人と金融機関が議論を重ねて、相当のリスクシ

ナリオを想定した上で、繰延税金資産について厳正に計上されてい

る上、当局検査においても厳しいチェックを受けているという指摘があ

る。これに対しては、現状において繰延税金資産が厳正に計上され

ていないということが妥当ではないとしても、繰延税金資産の規模が

大きくなり過ぎているという厳然とした事実があることから、引き続き厳

正な計上が求められるという意見があった。 

（注２） 繰延税金資産の資産性は、将来の課税所得の予想に依存して

いることから、その会計上の評価に当たっても将来収益の変動リスク

等の繰延税金資産が内包するリスクを計量的に把握し、反映させる等

の統計的手法を活用すべきではないかという考え方がある。 
これは、新ＢＩＳ規制において、金融機関が保有する資産に対するリ

スクウェイトを算出するに当たって、資産が毀損する可能性を定量的

に把握する統計的手法（信用リスクにおける内部格付手法）が認めら

れる見込みであることに鑑み、繰延税金資産の資産性を評価するに

当たっても、同様の統計的手法を活用するという考えである。 
しかしながら、繰延税金資産の資産性を評価するための統計的手

法の具体的方法は確立しておらず、現実的には、監督当局のみなら

ず民間金融機関にとっての中長期的な検討課題であると考えられる。 
 
次に、破綻時に無価値になるという繰延税金資産の脆弱性については、

金融機関の経営状況に応じて脆弱性の度合いが異なるものと考えられる。

特に、経営状況が悪化している金融機関については、繰延税金資産が無

価値になるリスクが高いことから、預金者保護等の観点からの問題が大きく

なると考えられる。 
 
（注） 繰延税金資産の脆弱性に関するその他の問題点として、繰延税

金資産の問題が放置されると、市場が、時々で繰延税金資産に注目
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したり、しなかったりするために、銀行の株価のボラティリティが高まり、

ひいては株式市場全体のボラティリティを高めることで市場の信頼性

が損なわれるという指摘がある。 
 
（３）繰延税金資産の脆弱性（不安定性）と監督規制の有効性 
早期是正措置は、預金者保護等の観点から、監督当局が、自己資本比

率に基づき、金融機関が経営改善への取組みを適時かつ迅速に行うよう

促すことを目的としているものであり、金融機関の経営が極度に悪化するこ

とを未然に防止することが期待されるとともに、万が一破綻が免れない場合

の処理コストの軽減にもつながると考えられる。 
まず、早期是正措置の有効性を確保するためには、自己資本比率が金

融機関の経営実態を的確に反映するものである必要がある。そのために、

金融機関が自らの責任において企業会計原則等に基づき厳正な自己査

定による適正な償却・引当を行うことにより、資産内容の実態を的確に反映

した財務諸表を作成することが前提となることは改めて言うまでもない。 
この点に関しては、監督当局においても、金融機関の経営実態を的確に

把握し、早期是正措置を適時に発動するよう、より一層の努力が必要との

指摘があった。 
次に、繰延税金資産についての監督規制の有効性については、公的資

金注入行に関しては、既に、経営健全化計画に基づく厳しい監督がなされ

ているほか、収益性に関しては、早期警戒制度（後述）の対象とされている

ことから、これ以上の監督上の措置は必要ないのではないかという意見や、

市場規律に従うのがあるべき姿ではないかという意見がある。 
他方、資産性が脆弱である繰延税金資産の自己資本に対する割合が高

い状況においては、現在の計算方式の下では将来収益の見通し次第で自

己資本比率が大きく変動する可能性があり、このため自己資本比率は早期

是正措置のトリガーとして有効に機能していないとの指摘もなされていると

ころである。 
自己資本比率規制の本来の役割からして、繰延税金資産の脆弱性によ

り自己資本比率が早期是正措置のトリガーとして必ずしも有効に機能しな

いとするならば、よりよく機能するよう自己資本比率の計算方式を改めること
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が考えられる。 
 
ところで、早期是正措置とは別に、早期是正措置の対象とはならない金

融機関であっても、その健全性の維持及び一層の向上を図るために、継続

的な経営改善への取組みがなされる必要があるという観点から、金融機関

に早め早めに経営改善を促す仕組みとして、早期警戒制度が存在する1。 
 
（注） 早期警戒『制度』という名称は、今までにない行政手法を用いる新

しい制度であるかのような印象を与えるが、金融機関の健全性悪化の

兆候を見逃さず監督行政を行うことは諸外国を見ても監督当局として

当然のことであり、むしろ、早期警戒の『枠組み』と理解する方がその

意図するところに近いのではないかという指摘があった。 
 
繰延税金資産の脆弱性への対応について、早めに経営改善を促すこと

ができるという理由から早期警戒制度が有効であるとする意見があったの

に対して、自己資本比率が金融機関の経営実態を的確に反映するように

なることがあくまで重要であり、行政の透明性の観点からも発動の基準が明

らかにならない早期警戒制度よりは自己資本比率規制における対応が望

ましいという反対意見もあった。 
さらに、早期是正措置も早期警戒制度も、監督当局に与えられた監督の

ツールであることから、どのような手法（あるいは両方の手法）を適用するか

は監督当局の主体的な判断によるべきであるとの意見もあった。 
 
（４）繰延税金資産の算入の適正化の必要性 
上記（１）～（３）を踏まえると、多様な意見はあるものの、預金者保護等の

観点から繰延税金資産の脆弱性は看過できず、監督当局が早期是正措置

がよりよく機能するよう自己資本比率規制における繰延税金資産の算入の

適正化を行うことが適当との意見が大勢を占めた。 
なお、早期是正措置に加えて、別途、監督当局が早期警戒の取組みを

                                      
1 早期警戒制度においては、①基本的な収益指標、②大口与信の集中状況等、③有価証券の価格変
動等による影響、④預金動向や流動性準備の水準の４つの基準を設けている。 
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行うことは必ずしも排除されるものではないと考えられる。 
ただし、算入の適正化は金融システム、マクロ経済等に大きな影響を与

えかねないことから、実施の際には次の３．において記述する点に留意する

ことが必要である。 
 
なお、具体的な算入の適正化の手法に関し、特に経営状況の悪化して

いる金融機関については破綻時に無価値になる繰延税金資産の脆弱性

の問題がより大きくなること、及び、経営の良好な金融機関に不必要な規制

を課すべきではないことから、金融機関の経営状況の悪化に応じて段階的

に算入の適正化を行うべきとする意見があった。 
このような意見については、考え方としては妥当性があるといえるものの、

実際の算入の適正化に当たっては、一律の基準を用いることも合理的であ

ると考えられる。その理由として、規制はできる限り簡素なものであることが

望ましいこと、及び、経営状況が良好な金融機関については繰延税金資産

が過大に積み上がることは考え難く、算入の適正化がそうした金融機関の

活動の実質的な制約とはなりにくいと予想されることが挙げられる。 
 

 
３．繰延税金資産の算入の適正化に関する留意点 
（１）金融システムへの影響、マクロ経済政策との整合性 
自己資本比率は、金融機関の経営の健全性を判断するための指標であ

り、このような自己資本比率に基づく早期是正措置は、あくまで金融機関に

対して経営改善の取組みを求めることを目的とするものである。したがって、

自己資本比率規制及び早期是正措置の運用に当たっては、上記の目的

にそぐわない意図せざる悪影響が生じないように注意を払うことも、また重

要である。 
特に、自己資本比率規制及び早期是正措置は、金融機関を破綻に追

い込むことを目的とするものではないことから、金融機関が合理的な経営努

力では達成不可能な基準を設けることは、金融機関に経営改善の取組み

を求めるという規制の本来の目的、及び、金融システム不安を起こさせない

という政府の方針と整合的とは言い難いことに留意すべきである。 
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また、経過報告の指摘にも見られるように、経済状況が厳しい時、あるい

は、金融機関の自己資本比率が最低所要自己資本比率に近づいている

時に、自己資本比率規制を厳しく変更する場合には、金融機関の貸出の

抑制を通じて、経済状況の悪化を促進し、そのことが金融機関の自己資本

比率の向上をかえって妨げる効果をもつ可能性が考えられる。 
現在、政府全体としてもデフレ克服に取り組んでいるところであり、繰延

税金資産の算入の適正化は、こうしたマクロ経済政策上の目標と整合的で

なければならない。 
以上のことから、繰延税金資産の算入の適正化に当たっては、金融シス

テムへの影響や、マクロ経済政策との整合性を考慮し、適当な経過期間を

設けて段階的に実施することが望ましい。 
 
（注） 算入の適正化を実施する際、当局が告示等により実施スケジュー

ル全体を予め明らかにしておくことは、金融機関や市場参加者にとっ

て予見可能性を高める効果があるとの指摘があった。 
 
なお、金融機関への影響に関して、邦銀が海外でも競争しているので、

邦銀の競争力を削ぐような繰延税金資産の算入の適正化を行うことは避け

るべきではないかという意見がある。 
これに対しては、国際的に活動している金融機関については、むしろ、

海外の当局に対して健全性を示す証となるよう、国際的に見ても恥ずかしく

ないような算入の適正化を率先して行うことが必要であるとの指摘がなされ

ている。加えて、国際的に活動している金融機関については、金融機関自

身が経営目標として自発的に繰延税金資産の減少に取り組んでいる結果、

算入の適正化が実効的な制約となることは少なく、競争力を削ぐようなもの

にはならないことが予想されるという指摘もある。 
 
（２）不良債権処理目標等との整合性 
現在、主要行は、金融再生プログラムに基づき、平成１７年３月末までに、

不良債権比率を半減するという目標の達成に向けた健全化に取り組んで

いる最中である。経過報告においても、「不良債権処理の促進と繰延税金



 

 - 13 - 

資産の増加は表裏一体であり、繰延税金資産の制度が有効に機能してき

たから不良債権の処理が進んできている。積極的な不良債権処理を進め

ている状況下で見直しを行うと混乱が起きる。」という指摘がなされていると

ころである。 
繰延税金資産の算入の適正化という課題も、金融再生プログラムにおけ

る不良債権処理という大きな目標と整合的でなければならない。すなわち、

算入の適正化の開始時期は、可及的速やかとすることが望ましいものの、

不良債権比率の半減目標を達成した以降とすることが望ましい2。 
なお、前述したように、現在政府全体としてもデフレ克服に取り組んでい

るところであり、こうしたマクロ経済政策上の目標との整合性にも留意しなけ

ればならない。 
 
（３）税制との関係 
繰延税金資産は、そもそも企業会計と税務会計の差異や税務上の繰越

欠損金によって生じるものであり、特に、わが国においては、無税償却・引

当の範囲が極めて限定的であることにより、貸倒引当金等が税法上損金と

して算入を認められる時点が遅いことが繰延税金資産の発生・増加の大き

な要因と言われている。 
このような税制の下では、わが国よりも無税償却・引当の範囲が広いと考

えられる国と比較した際に、わが国における繰延税金資産の計上額が多く

なることは必ずしも不思議ではない。 
現在、主要国で自己資本比率規制における繰延税金資産の算入につ

                                      
2  早期是正措置を導入する際に、制度設計を行う上で同様の留意点が考慮されている。 

 
「早期是正措置は金融機関を破綻に追い込むことを目的としたものではなく、制度導入時において

多くの金融機関が達成不可能となる基準を設けるべきではない。米国においては金融機関の不良

債権処理に概ね目途がついたとされる９２年末に早期是正措置が導入されたのと比べると、我が国

においては、金融機関全体としては不良債権の処理が進んでいるもののなお状況は区々であり、

制度導入時の環境は異なるとの見方がある。また、先般の金融ビッグバン構想にあるように、２００１

年までに金融・資本市場の活性化策と不良債権処理を車の両輪として進めていかねばならないと

いう事情にもある。このような状況の下では、早期是正措置の導入により金融機関に貸し渋りが生じ

る等、実体経済に大きな悪影響が生ずることのないよう配慮することも必要である。」（早期是正措置

に関する検討会」の「中間とりまとめ」（平成８年１２月２６日）より） 
 



 

 - 14 - 

いて特別の取扱いを行っているのは米国だけであるが、算入の適正化に

当たっては、その背景も考慮することが望ましい。 
繰延税金資産に関しては、平成１６年度税制改正において、金融庁から

①貸倒れに係る無税償却・引当の範囲拡大、②欠損金の繰戻還付の凍結

解除・期間延長（１⇒１６年）、③欠損金の繰越控除期間の延長（５⇒１０年）

を一体的に実施することを要望したところである。本要望に関しては、平成

１５年１２月の与党税制改正大綱において、「金融機関の不良債権処理に

係る税制上の対応については、金融機関の自己資本に関する金融行政上

の対応や関連する企業会計制度の検討とあわせ、納税者間の公平、税制

度としての執行可能性を前提に、金融機関や財政に及ぼす影響等を踏ま

え、検討する。」とされたところである3。 
金融庁では、平成１７年度税制改正に向けて、さらに検討を進めていくこ

とにしているところであるが、上記の税制改正が一体として実現した場合に

は、監督上の規制においてもその状況に応じ検討することが考えられる。 
 
 
４．ダブル・ギアリングについて 
ダブル・ギアリングについては、わが国においては関係の深い生命保険会

社と金融機関が相互に資本を持ち合っており、金融システムを脆弱なものと

していることから、自己資本比率の算出に当たってはこのような相互持合い

を自己資本から控除する必要があるとの指摘がある。 
一方、新ＢＩＳ規制の第３次市中協議案においては「保険子会社に対する

銀行の株式及びその他の規制上の資本に対する投資並びに保険会社に対

する重大な少数持分投資を控除することが適当であると考えている」とされて

おり、わが国においては、こうした新ＢＩＳ規制の議論を受け、既に、保険子法

人等・関連法人等に対する出資等は自己資本から控除するよう措置されて

いる。 
ダブル・ギアリングについて、このような措置のみでは除去できない弊害が

あるのであれば、まず、信用リスクや与信集中リスク（業種集中リスク等）の適

                                      
3  欠損金の繰越控除期間の延長については、平成１６年度税制改正において全産業を対象に５年か
ら７年に延長することとされた。 
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切な管理の確保を、新ＢＩＳ規制の第２の柱（監督上の検証）、第３の柱（市場

規律）の中で図るべきであるとの意見があった4。また、この問題については、

資本調達において、金融機関が優越的地位を乱用することが防止されてい

る限り、市場規律が働くという指摘もある。 
 
（注） 昨今の金融機関等の資本調達においては、資本拠出者の側が、

①価格・利回り等の条件が適切か、②資本拠出先の金融機関等の将

来収益は大丈夫か、③将来的に株主代表訴訟等のリーガル・リスクは

ないかという観点について、十分に吟味した上で資本拠出を決定する

ようになってきているとの指摘がある。 
 
ダブル・ギアリングについて現行規制では除去できない弊害があるのであ

れば、このような対応がなされることが適当であり、自己資本比率規制におい

て新たな規制を課す必要はないという意見が大勢であった。 
これに対して、少数意見として、金融機関と保険会社の資本の相互持合

いについては、少なくとも相互持合いのうち少ない額を規制上の自己資本か

ら控除すべきである、とする意見があった。 
 

 

                                      
4 新ＢＩＳ規制の第２の柱（監督上の検証） 
新ＢＩＳ規制では、銀行自身に、それぞれの業務戦略等に応じたリスク及び自己資本水準の評価体

系を確立することを求めており、監督当局は、与信集中リスク等、規制上の自己資本比率を算出する

際には必ずしも定量化されていないリスクも含めて、銀行の自己評価を検査・監督を通じ検証のうえ、

必要があれば監督上の対応を採る必要があるとされている。 
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おわりに 

 

平成１５年２月以降、１５回にわたりワーキンググループの会合を開催した。

この間、平成１５年７月にワーキンググループから経過報告が公表された。 

この経過報告に基づく金融庁からの要請を踏まえて、平成１５年９月中間

決算から主要行の繰延税金資産の情報開示の拡充が行われ、繰延税金資

産に対する市場の監視が機能するよう措置された。 

さらに、各行の経営努力等により自己資本に対する繰延税金資産の割合

が低下してきている。これは、「繰延税金資産の自己資本に対する割合が将

来的に低下していくことが望ましい」という経過報告の認識に応える好ましい

動きであると考えられる。 

今後は、わが国金融システム全体に対する信認を確保するためにも、監

督当局においてはこうした好ましい動きをさらに促進していくよう努めることが

必要である。 

本報告は、繰延税金資産の監督上の取扱い等についての基本的な考え

方をまとめたものである。その中では、金融システムへの影響、マクロ経済政

策との整合性、不良債権処理目標との整合性、及び税制との関係に留意し

つつ、自己資本比率規制における繰延税金資産の算入の適正化を行うこと

が適当との意見が大勢を占めた。また、その他にそれぞれの論点について

多様な意見が示された。 

監督当局は、このような本報告の内容を踏まえて、繰延税金資産の具体

的な監督上の取扱いについて十分な検討を行った上で主体的に判断して

いくことが必要である。なお、現在、バーゼル銀行監督委員会において自己

資本比率規制の大幅な見直し作業が行われているところであり、検討の際

にはこのような議論の動向にも十分な注意を払い、国際的にみても説得力

のあるものにする必要がある。 

 

 

   


